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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂と着色剤とを含有する着色粒子、及び水系媒体を含む未処理スラリーを処理す
る処理工程を有するトナー粒子の製造方法であって、
　該処理工程が、
　　デカンタ型遠心分離機を使用して該未処理スラリーを濃縮し、該着色粒子、及び水系
媒体を含む濃縮スラリーを得る工程、並びに
　　該濃縮スラリーを得る工程の後、該濃縮スラリーを洗浄、濾過、乾燥することにより
トナー粒子を得る工程、
を含み、
　該デカンタ型遠心分離機が、外側回転筒と、該外側回転筒内に相対回転可能に設けられ
たスクリューコンベアとを有し、
　該濃縮スラリーを得る工程においては、
　　（ｉ）遠心力が５００Ｇ以上４０００Ｇ未満、
　　（ｉｉ）該着色粒子のガラス転移温度をＴｇ（℃）としたとき、温度（Ｔｓ）がＴｇ
－１０℃以上Ｔｇ＋１０℃以下、
の条件下で、該未処理スラリーの濃縮が行われ、
　該濃縮スラリー中の該着色粒子の割合を割合Ｂとしたときに、割合Ｂが、１０質量％以
上６０質量％以下であることを特徴とする、トナー粒子の製造方法。
【請求項２】
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　前記未処理スラリー中の前記着色粒子の割合を割合Ａとしたときに、割合Ａが、５質量
％以上４０質量％以下である、請求項１に記載のトナー粒子の製造方法。
【請求項３】
　前記着色粒子が、さらに、エステルワックス又は結晶性ポリエステルを含む、請求項１
又は２に記載のトナー粒子の製造方法。
【請求項４】
　前記着色剤が、磁性粉体を含む、請求項１～３のいずれか１項に記載のトナー粒子の製
造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真法、静電記録法、磁気記録法などに用いられるトナー粒子の製造方法
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　トナー粒子の製造方法として、重合性単量体等を使用した懸濁重合法及び乳化重合凝集
法や、結着樹脂等を溶剤中で造粒する溶解懸濁法等の湿式製法のトナーに関する発明が多
くなされている。
　懸濁重合法や乳化重合凝集法のように水系媒体中又は有機溶媒中で製造されるトナーは
非常にシャープな粒度分布を有する。そのため、高い現像性、高い転写性を実現できるこ
とに加え、高収率を達成できることから生産性の観点からも優れている。
　湿式で製造されるトナーは、水系媒体中又は有機溶媒中でトナー粒子を形成させ、トナ
ー粒子分散液とした後、濾過装置の様な固液分離装置に代表される分離手段を用いてトナ
ー粒子分散液からトナー粒子を分離し、その後必要に応じ外添剤を添加して得られる。
【０００３】
　近年、電子写真法を用いた複写装置やプリンターはより高速化、高画質化、小型化が求
められており、装置のプロセススピードは加速する一方で高精細画像を提供しなければな
らない。高速化によってトナーへの負荷は大きくなり、特に低温低湿度環境においてはト
ナーの劣化に起因した非画像領域へのかぶり等の現像性能に関する問題が起こりやすい。
また、高精細画像という観点ではトナー担持体と静電潜像担持体が接触配置された現像方
式（以後、「接触現像方式」と呼ぶ）が好ましい。しかし、接触現像方式は、トナーがト
ナー担持体と静電潜像担持体の間で圧を受けるため、トナーへの負荷がより大きくなる。
このような状況においてトナーの靭性を高めることが更に重要となっている。
【０００４】
　ところで、生産性の観点からはトナー製造における各プロセスにかける時間を短縮する
ことが求められている。湿式で製造されるトナーは材料分散工程、着色粒子生成工程、重
合工程、ろ過工程、及び乾燥工程等の各工程において様々な温度条件で製造される。その
中で特に重合工程や、乾燥工程等の高い温度から次工程にかけて常温にまで戻すプロセス
において時間を短縮することで大幅に生産性が向上する。
　しかし、急激な温度変化は使用される材料における熱膨張率の違い等により、トナー粒
子中での結着樹脂に対する材料の密着性の違いが生じる原因となる。とりわけ着色剤とし
て磁性粉体を含有するトナーでは磁性粉体の熱膨張率がその他材料に対して大きく違う為
、その傾向が顕著となる。密着性が低下することによって、トナーが長期にわたってスト
レスを受けた場合、割れ、欠け等が発生し耐久性に劣る傾向にある。
【０００５】
　湿式での製造において、着色粒子を水系媒体から分離する際、分離装置を使用すると同
時に不純物を除去することによってトナー性能を向上させる発明は数多くなされている。
　例えば特許文献１においては、固液分離する際に２種類以上のメッシュを有するフィル
ターを用いてトナースラリー中の不純物を取り除く方法が提案されている。また、特許文
献２においても同様にスクリューデカンタ型連続遠心沈降機を使用することによってトナ
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ースラリー中の不純物を取り除く方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２５８６０１号公報
【特許文献２】特開平８－１３７１３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら上記特許文献１及び２においてはトナー粒子中での結着樹脂に対する材料
の密着性について十分議論がされておらず、分離工程において改善の余地があった。
　本発明の目的は、上記のような問題点を解決できるトナーを提供することにある。
　具体的には、良好な画像濃度が得られ、かつ小型化した画像形成装置を用いて低温低湿
度環境において長期耐久使用した条件においても、かぶりや現像スジの発生が無い安定し
た良好な画像が得られるトナーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、着色粒子と水系媒体とに分離する装置及びその時にかかる力と温度を規
定することにより、上記課題を解決しうることを見出し、本発明に至った。すなわち、本
発明は以下のとおりである。
　結着樹脂と着色剤とを含有する着色粒子、及び水系媒体を含む未処理スラリーを処理す
る処理工程を有するトナー粒子の製造方法であって、
　該処理工程が、
　　デカンタ型遠心分離機を使用して該未処理スラリーを濃縮し、該着色粒子、及び水系
媒体を含む濃縮スラリーを得る工程、並びに
　　該濃縮スラリーを得る工程の後、該濃縮スラリーを洗浄、濾過、乾燥することにより
トナー粒子を得る工程、
を含み、
　該デカンタ型遠心分離機が、外側回転筒と、該外側回転筒内に相対回転可能に設けられ
たスクリューコンベアとを有し、
　該濃縮スラリーを得る工程においては、
　　（ｉ）遠心力が５００Ｇ以上４０００Ｇ未満、
　　（ｉｉ）該着色粒子のガラス転移温度をＴｇ（℃）としたとき、温度（Ｔｓ）がＴｇ
－１０℃以上Ｔｇ＋１０℃以下、
の条件下で、該未処理スラリーの濃縮が行われ、
　該濃縮スラリー中の該着色粒子の割合を割合Ｂとしたときに、割合Ｂが、１０質量％以
上６０質量％以下であることを特徴とする、トナー粒子の製造方法。
【発明の効果】
【０００９】
　以上説明したように、本発明によれば、良好な画像濃度が得られ、かつ小型化した画像
形成装置を用いて低温低湿度環境において長期耐久使用した条件においても、かぶりや現
像スジの発生が無い安定した良好な画像が得られるトナーを提供することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】デカンタ型遠心分離機の一例を示す図
【図２】画像形成装置の一例を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明において、数値範囲を表す「○○以上××以下」や「○○～××」の記載は、特
に断りのない限り、端点である下限及び上限を含む数値範囲を意味する。
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　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明は、結着樹脂と着色剤とを含有する着色粒子、及び水系媒体を含む未処理スラリ
ーを処理する処理工程を有するトナー粒子の製造方法であって、
　該処理工程が、デカンタ型遠心分離機を使用して未処理スラリーを濃縮し、濃縮スラリ
ーを得る工程を含み、
　該デカンタ型遠心分離機が、外側回転筒と、該外側回転筒内に相対回転可能に設けられ
たスクリューコンベアとを有し、
　該未処理スラリーを濃縮する工程においては、
　　ｉ）遠心力が５００Ｇ以上４０００Ｇ未満、
　　ｉｉ）該着色粒子のガラス転移温度をＴｇ（℃）としたとき、温度（Ｔｓ）がＴｇ－
１０℃以上Ｔｇ＋１０℃以下、
の条件下で、未処理スラリーの濃縮が行われ、
　濃縮スラリー中の着色粒子の割合を割合Ｂとしたときに、割合Ｂが１０質量％以上６０
質量％以下であることを特徴とするトナー粒子の製造方法である。
【００１２】
　本発明は、水系媒体に分散させた着色粒子を含むスラリーを、デカンタ型遠心分離機で
、特定の温度状態にあるスラリーを特定の遠心力の範囲において処理することを特徴とす
る。前記デカンタ型遠心分離機は、外側回転筒と、該外側回転筒内に相対回転可能に設け
られたスクリューコンベアとを有している。
【００１３】
　懸濁重合法や乳化重合凝集法のように水系媒体中又は有機溶媒中で製造されるトナーは
、材料分散工程や着色粒子生成工程、重合工程等の各工程において様々な温度条件で製造
される。各工程において温度変化をさせる際、トナーの各原材料における熱膨張率や熱応
答性等の違いにより着色粒子内部で結着樹脂との密着性に違いが生じる。とりわけ着色剤
として磁性粉体を含有するトナーにおいては、磁性粉体がトナーに使用される各材料に対
しての熱膨張率や熱応答性が異なる為、密着性の違いが顕著となる。
　また、生産性の観点から高温状態のスラリーやトナーを常温まで冷却する時間を短くす
ることがより好ましいが、原材料における熱応答性の違いがより顕著となり密着性が低下
する。また、トナー性能を向上させる観点で高い温度から急激に冷却する工程等を有する
場合にもより密着性の違いが顕著となる。
　トナー粒子の密着性差が存在することによって衝撃に対する靭性が損なわれ、トナー粒
子が脆化していく。
【００１４】
　上記のような課題を解決する為に、温度Ｔｓ（℃）を着色粒子のガラス転移温度Ｔｇ（
℃）に対して
Ｔｇ－１０℃≦Ｔｓ≦Ｔｇ＋１０℃
の範囲に制御し、５００Ｇ以上４０００Ｇ未満の遠心力で水系媒体と着色粒子とを含む未
処理スラリーを濃縮することが重要である。より好ましくは
Ｔｇ－５℃≦Ｔｓ≦Ｔｇ＋５℃
の範囲である。
　なお、該温度Ｔｓは、処理装置内部のスラリーの温度を測定したものである。
　上記温度範囲にあることによって、着色粒子中の結着樹脂がある程度軟化した状態とな
っていることが予想される。結着樹脂が軟化することにより着色粒子内部に存在する結着
樹脂を含む原材料がある程度自由に動くことが可能となる。しかし、上記温度範囲にある
だけでは動くことが可能であるだけで、実際に動く為には物理的な外力やその温度状態を
維持するいわゆるアニールのような処理が必要となってくる。
【００１５】
　本発明においては、その温度状態を維持したまま遠心力を働かせることにより、結着樹
脂を含む原材料を動かせることに着目した。本発明者らが遠心力に着目した理由は以下の
通りである。デカンタ型遠心分離機では、着色粒子が装置内部に注入されてから遠心力を
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受けつつ、転がりながら排出される。遠心力を受けつつ装置内部で転がることより、着色
粒子が全方向から均一に力を受けることができ、着色粒子内部の密着性を均一に向上する
ことが可能となる。
【００１６】
　該温度Ｔｓが着色粒子のＴｇ－１０℃を下回る場合は、結着樹脂の軟化が不十分となり
、着色粒子内部を原材料が自由に動くことができず、本発明の効果が得られない。また、
該温度Ｔｓが着色粒子のＴｇ＋１０℃を上回る場合は着色粒子の軟化が促進され、遠心力
のような外力を与えられると着色粒子同士の合一が促進される。着色粒子の合一が進むこ
とにより、合一面を起点とした割れ、欠けが発生したり、トナーが球状とならない為に流
動性が低下したりする等、トナー性能が低下する。
【００１７】
　また、該遠心力が５００Ｇを下回る場合は、着色粒子に与える外力が不十分となり、密
着性が不十分となり本発明の効果が得られない。遠心力が４０００Ｇ以上であると、外力
が強い為、着色粒子同士の合一が促進され上記同様トナー性能が低下する。なお、当該遠
心力は、処理装置内の最も高い遠心力を示す。
当該遠心力は、好ましくは２０００Ｇ以上４０００Ｇ未満である。
【００１８】
　デカンタ型遠心分離機は外側回転筒の壁面に沿って着色粒子が転がりやすい構造となっ
ており、着色粒子内部の密着性を均一に向上させる為により好ましい。
【００１９】
　また、濃縮スラリー中の着色粒子の割合を割合Ｂとしたときに、割合Ｂが、１０質量％
以上６０質量％以下である必要がある。また、未処理スラリー中の着色粒子の割合を割合
Ａとしたときに、割合Ａが、５質量％以上４０質量％以下であることが好ましい。これら
の割合は、着色粒子及び水系媒体の質量の合計を基準とした、着色粒子の質量の割合であ
る。より好ましくは５質量％≦Ａ≦２０質量％であり、Ｂ≦５０質量％である。特に好ま
しくは、Ｂ≦４０質量％である。Ｂの下限は、好ましくは１５質量％以上である。
【００２０】
　割合Ａが上記範囲にあることは、比較的固形分濃度が薄いことを示している。該装置に
投入される前の未処理スラリーに水系媒体が豊富にあることにより、該装置内部でより積
極的に着色粒子が転がることができ、密着性が向上する。さらに、割合Ｂが６０質量％以
下であることは、排出される着色粒子が水系媒体の比較的多いスラリー状であることを意
味している。該装置に投入されてから排出されるまで水系媒体が着色粒子周囲に存在する
ことによって装置内部で着色粒子が長く転がることができる為より好ましい。
【００２１】
　割合Ａが５質量％以上であると、着色粒子周囲に水系媒体が適度に存在し、遠心力によ
り装置内部で着色粒子と水系媒体を分離する際、着色粒子が外側回転筒まで十分に届く。
また、割合Ａが４０質量％以下であると、着色粒子周囲の水系媒体が十分に存在し、装置
内部で転がりやすい。また、割合Ｂが６０質量％以下であると、排出されるまでに着色粒
子周囲の水系媒体が余計に減少しておらず、とりわけ排出口付近での着色粒子の転がりが
良好になる。割合Ｂが１０質量％以上であると、洗浄工程などの後に続く工程での処理効
率が高まる。　
【００２２】
　以下、本発明のトナーに関して、好ましい形態について説明する。
　本発明には、結晶性材料を用いることが好ましい。結晶性材料としては、ワックスや結
晶性ポリエステル等、公知の材料を使用することができるが、必要に応じて一種又は二種
以上の結晶性材料を使用してもよい。また、着色粒子が、結晶性材料として、結着樹脂と
の相溶性の高いエステルワックス又は結晶性ポリエステルを含むことがより好ましい。結
着樹脂との相溶性が高い材料を使用することにより、結着樹脂がガラス転移温度付近とな
った際に軟化が促進され本発明の効果が得られやすくなる。
　なお、結晶性とは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において、明確な吸熱ピークを有する
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ものをいう。
【００２３】
　ワックスの例としては以下のものが挙げられる。
　低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、マイクロクリスタリンワックス、フ
ィッシャートロプッシュワックス、パラフィンワックスなどの脂肪族炭化水素系ワックス
；酸化ポリエチレンワックスなどの脂肪族炭化水素系ワックスの酸化物、又はそれらのブ
ロック共重合物；カルナバワックス、モンタン酸エステルワックスなどの脂肪酸エステル
を主成分とするワックス類、及び脱酸カルナバワックスなどの脂肪酸エステル類を一部又
は全部を脱酸化したもの；パルミチン酸、ステアリン酸、モンタン酸などの飽和直鎖脂肪
酸類；ブラシジン酸、エレオステアリン酸、パリナリン酸などの不飽和脂肪酸類；ステア
リルアルコール、アラルキルアルコール、ベヘニルアルコール、カルナウビルアルコール
、セリルアルコール、メリシルアルコールなどの飽和アルコール類；ソルビトールなどの
多価アルコール類；リノール酸アミド、オレイン酸アミド、ラウリン酸アミドなどの脂肪
酸アミド類；メチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミド、エチレ
ンビスラウリン酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミドなどの飽和脂肪酸ビス
アミド類；エチレンビスオレイン酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，
Ｎ’ジオレイルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジオレイルセバシン酸アミドなどの不飽和脂
肪酸アミド類；ｍ－キシレンビスステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジステアリルイソフタル
酸アミドなどの芳香族系ビスアミド類；ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸カルシウム
、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなどの脂肪族金属塩（一般に金属石けん
といわれているもの）；脂肪族炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸などのビニル
系モノマーを用いてグラフト化させたワックス類；ベヘニン酸モノグリセリドなどの脂肪
酸と多価アルコールの部分エステル化物；植物性油脂の水素添加などによって得られるヒ
ドロキシル基を有するメチルエステル化合物が挙げられる。
【００２４】
　本発明においてワックスを用いる場合、上述したようにエステルワックスであることが
好ましい。エステルワックスとは、エステル結合を有する結晶性のワックスである。エス
テル結合の数は１～６が好ましい。
　１官能のエステルワックスとしては、炭素数６～１２の脂肪族アルコールと長鎖カルボ
ン酸の縮合物や、炭素数４～１０の脂肪族カルボン酸と長鎖アルコールの縮合物が使用で
きる。なお、ｘ官能のエステルワックスとは、ｘ価アルコールとモノカルボン酸との縮合
物、あるいは、ｘ価カルボン酸とモノアルコールとの縮合物を意味する。
　脂肪族アルコールの例としては、１－ヘキサノール、１－ヘプタノール、１－オクタノ
ール、１－ノナノール、１－デカノール、ウンデシルアルコール、ラウリルアルコールが
挙げられる。また、脂肪族カルボン酸の例としては、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン
酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸が挙げられる。
【００２５】
　２官能のエステルワックスとしては、ジカルボン酸とモノアルコールの縮合物や、ジオ
ールとモノカルボン酸の縮合物が使用できる。
　ジカルボン酸としてアジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、デカン二酸
、ドデカン二酸が挙げられる。
　ジオールとしては、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－
オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１１－ウ
ンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオールが挙げられる。なお、ここでは直鎖脂肪
酸、直鎖アルコールを例示したが、分岐構造を有していても構わない。中でも、１，６－
ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１２－ド
デカンジオールが好ましく、特に１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオールが
本発明の効果を奏しやすいため好ましい。
【００２６】
　ジカルボン酸と縮合させるモノアルコールとしては、脂肪族アルコールが好ましい。具
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体的には、テトラデカノール、ペンタデカノール、ヘキサデカノール、ヘプタデカノール
、オクタデカノール、ノナデカノール、エイコサノール、ドコサノール、トリコサノール
、テトラコサノール、ペンタコサノール、ヘキサコサノール、オクタコサノール等が挙げ
られる。中でも、ドコサノールは定着性や現像性の観点で好ましい。
　ジオールと縮合させるモノカルボン酸としては、脂肪族カルボン酸が好ましい。具体的
には、脂肪酸としてラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、マルガリン酸、ステアリ
ン酸、ツベルクロステアリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸
等が挙げられる。中でも、ベヘン酸は定着性や現像性の観点で好ましい。
【００２７】
　３官能のエステルワックスとしては、グリセリン化合物と１官能の脂肪族カルボン酸の
縮合物が挙げられる。４官能のエステルワックスとしては、ペンタエリスリトールと１官
能の脂肪族カルボン酸の縮合物、ジグリセリンとカルボン酸の縮合物が挙げられる。５官
能のエステルワックスとしては、トリグリセリンと１官能の脂肪族カルボン酸の縮合物が
挙げられる。６官能のエステルワックスとしては、ジペンタエリスリトールと１官能の脂
肪族カルボン酸の縮合物、テトラグリセリンと１官能の脂肪族カルボン酸の縮合物が挙げ
られる。
　ワックスの含有量は、結着樹脂１００質量部に対して、１質量部以上３０質量部以下が
好ましい。
【００２８】
　次に、結晶性ポリエステルについて述べる。
　本発明においては公知の結晶性ポリエステル用いることができるが、下記式（１）で示
される直鎖型脂肪族ジカルボン酸と、下記式（２）で示される直鎖型脂肪族ジオールによ
り生成されるポリエステルであることが好ましい。
ＨＯＯＣ－（ＣＨ２）ｍ－ＣＯＯＨ　　　　　　　式（１）
［式中、ｍは４～１４の整数を示す］
ＨＯ－（ＣＨ２）ｎ－ＯＨ　　　　　　　　　　　式（２）
［式中、ｎは４～１６の整数を示す］
【００２９】
　下記式（１）で示されるジカルボン酸と、下記式（２）で示されるジオールから生成さ
れる、直鎖型のポリエステルは結晶性に優れ、ドメインを形成しやすい。また、式（１）
中のｍ、式（２）中のｎが４以上であると、融点（Ｔｍ）がトナーの定着にとって好適な
範囲であるため、低温定着性に優れる。また、式（１）中のｍが１４以下、式（２）中の
ｎが１６以下であると、実用上の材料の入手が容易である。
　なお、必要に応じて、酸価や水酸基価の調整等の目的で、酢酸、安息香酸等の一価の酸
や、シクロヘキサノールベンジルアルコール等の一価のアルコールも用いられる。
　結晶性ポリエステルの含有量は、結着樹脂１００質量部に対して、０．５質量部以上２
０．０質量部以下が好ましい。
【００３０】
　結晶性ポリエステルは、通常のポリエステル合成法で製造することができる。例えば、
ジカルボン酸成分とジオール成分をエステル化反応、又はエステル交換反応せしめた後、
減圧下又は窒素ガスを導入して常法に従って重縮合反応させることによって得ることがで
きる。
　エステル化又はエステル交換反応の時には、必要に応じて硫酸、ターシャリーブチルチ
タンブトキサイド、ジブチルスズオキサイド、酢酸マンガン、酢酸マグネシウム等の通常
のエステル化触媒又はエステル交換触媒を用いることができる。また、重合に関しては、
通常の重合触媒、例えば、ターシャリーブチルチタンブトキサイド、ジブチルスズオキサ
イド、酢酸スズ、酢酸亜鉛、二硫化スズ、三酸化アンチモン、二酸化ゲルマニウム等の公
知のものを使用することができる。重合温度、触媒量は特に限定されるものではなく、必
要に応じて任意に選択すればよい。
　前記触媒としてはチタン触媒を用いると望ましく、キレート型チタン触媒であると更に
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望ましい。これはチタン触媒の反応性が適当であり、本発明において望ましい分子量分布
のポリエステルが得られるためである。
【００３１】
　また、ポリマー末端のカルボキシル基を封止することで結晶性ポリエステルの酸価を制
御することもできる。末端封止にはモノカルボン酸、モノアルコールを用いる事ができる
。モノカルボン酸としては例えば安息香酸、ナフタレンカルボン酸、サリチル酸、４－メ
チル安息香酸、３－メチル安息香酸、フェノキシ酢酸、ビフェニルカルボン酸、酢酸、プ
ロピオン酸、酪酸、オクタン酸、デカン酸、ドデカン酸、ステアリン酸などのモノカルボ
ン酸が挙げられる。また、モノアルコールとしてはメタノール、エタノール、プロパノー
ル、イソプロパノール、ブタノール、及び、高級アルコールが使用可能である。
【００３２】
　結着樹脂としては、例えば、以下のものが挙げられる。
　ポリスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレン及びその置換体の単重合体；スチレ
ン－プロピレン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタ
リン共重合体、スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重
合体、スチレン－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、
スチレン－アクリル酸ジメチルアミノエチル共重合体、スチレン－メタアクリル酸メチル
共重合体、スチレン－メタアクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタアクリル酸ブチル
共重合体、スチレン－メタクリル酸ジメチルアミノエチル共重合体、スチレン－ビニルメ
チルエーテル共重合体、スチレン－ビニルエチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルメ
チルケトン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イソプレン共重合体、
スチレン－マレイン酸共重合体。これらは単独で又は複数種を組み合わせて用いることが
できる。
　本発明において、結着樹脂のガラス転移温度Ｔｇは、４７℃以上６５℃以下であること
が好ましい。ガラス転移温度Ｔｇが上述の範囲の場合、結晶性材料が十分に結晶化しやす
くなるため、好ましい。
【００３３】
　本発明に用いられる着色剤としては、以下の有機顔料、有機染料、及び、無機顔料が挙
げられる。
　シアン系着色剤としては、銅フタロシアニン化合物及びその誘導体、アントラキノン化
合物、及び、塩基染料レーキ化合物が挙げられる。具体的には、以下のものが挙げられる
。Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７、Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：２、Ｃ．
Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６２、及び、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６６。
マゼンタ系着色剤としては、以下のものが挙げられる。縮合アゾ化合物、ジケトピロロピ
ロール化合物、アントラキノン化合物、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナ
フトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化合物、及び、ペリレン化合
物。具体的には、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド６、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：３、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド４８：４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド８１：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２０、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２１、及び、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４。
【００３４】
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　イエロー系着色剤としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノン化合物、アントラキノ
ン化合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、及び、アリルアミド化合物が挙げられる。具体
的には、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９５、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１
０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２０、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー１２７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー１２９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５１
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントイエロー１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１７５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７６、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー１９１、及び、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１９４。
　黒色着色剤としては、カーボンブラックや、上記イエロー系着色剤、マゼンタ系着色剤
、シアン系着色剤及び磁性粉体を用いて黒色に調色されたものが挙げられる。
　これらの着色剤は、単独又は混合し更には固溶体の状態で用いることができる。本発明
に用いられる着色剤は、色相角、彩度、明度、耐光性、ＯＨＰ透明性、及び、トナー粒子
中の分散性の点から選択される。
　磁性粉体以外の着色剤の含有量は、結着樹脂を構成する重合性単量体又は結着樹脂１０
０質量部に対し１質量部以上２０質量部以下が好ましい。磁性粉体を用いる場合の含有量
としては、結着樹脂を構成する重合性単量体又は結着樹脂１００質量部に対し、好ましく
は２０質量部以上２００質量部以下、より好ましくは４０質量部以上１５０質量部以下で
ある。
【００３５】
　着色剤が、磁性粉体を含むことが好ましい。磁性粉体は、四三酸化鉄やγ－酸化鉄など
の磁性酸化鉄を主成分とするものが好ましい。また、リン、コバルト、ニッケル、銅、マ
グネシウム、マンガン、アルミニウム、珪素などの元素を含んでもよい。これら磁性粉体
は、窒素吸着法によるＢＥＴ比表面積が２～３０ｍ２／ｇであることが好ましく、３～２
８ｍ２／ｇであることがより好ましい。また、モース硬度が５～７のものが好ましい。磁
性粉体の形状としては、多面体、８面体、６面体、球形、針状、鱗片状などがあるが、多
面体、８面体、６面体、球形等の異方性の少ないものが、画像濃度を高める上で好ましい
。
【００３６】
　磁性粉体は、個数平均粒径が０．１０～０．４０μｍであることが好ましい。一般に磁
性粉体の粒径は小さい方が着色力は上がる。上記範囲であれば、磁性粉体が凝集しにくく
、トナー中での磁性粉体の均一分散性が良好になる。また、個数平均粒径が０．１０μｍ
以上であると、磁性粉体自身が赤味を帯びた黒となりにくく、特にハーフトーン画像にお
いて赤味が目立ちにくく、高品位な画像が得られる。一方、個数平均粒径が０．４０μｍ
以下であると、トナーの着色力が良好になり、懸濁重合法（後述）において均一分散させ
やすい。
【００３７】
　なお、磁性粉体の個数平均粒径は、透過型電子顕微鏡を用いて測定できる。具体的には
、エポキシ樹脂中へ観察すべきトナー粒子を十分に分散させた後、温度４０℃の雰囲気中
で２日間硬化させ得られた硬化物を得る。得られた硬化物をミクロトームにより薄片状の
サンプルとして、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）において１万倍～４万倍の拡大倍率の写真
で視野中の１００個の磁性粉体粒子径を測定する。そして、磁性粉体の投影面積に等しい
円の相当径を基に、個数平均粒径の算出を行う。また、画像解析装置により粒径を測定す
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ることも可能である。
【００３８】
　磁性粉体は、例えば下記の方法で製造することができる。第一鉄塩水溶液に、鉄成分に
対して当量又は当量以上の水酸化ナトリウム等のアルカリを加え、水酸化第一鉄を含む水
溶液を調製する。調製した水溶液のｐＨを７以上に維持しながら空気を吹き込み、水溶液
を７０℃以上に加温しながら水酸化第一鉄の酸化反応を行い、磁性酸化鉄粉体の芯となる
種晶をまず生成する。
　次に、種晶を含むスラリー状の液に前に加えたアルカリの添加量を基準として約１当量
の硫酸第一鉄を含む水溶液を加える。液のｐＨを５～１０に維持しながら空気を吹き込み
ながら水酸化第一鉄の反応を進め、種晶を芯にして磁性酸化鉄粉体を成長させる。この時
、任意のｐＨ及び反応温度、撹拌条件を選択することにより、磁性粉体の形状及び磁気特
性をコントロールすることが可能である。酸化反応が進むにつれて液のｐＨは酸性側に移
行していくが、液のｐＨは５未満にしない方が好ましい。このようにして得られた磁性粉
体を定法によりろ過、洗浄、乾燥することにより磁性粉体を得ることができる。
【００３９】
　また、水系媒体中でトナー粒子を製造する場合、磁性粉体表面を疎水化処理することが
非常に好ましい。乾式にて表面処理をする場合、洗浄・ろ過・乾燥した磁性粉体にカップ
リング剤処理を行う。湿式にて表面処理を行う場合、酸化反応終了後、乾燥させたものを
再分散させる、又は酸化反応終了後、洗浄、濾過して得られた酸化鉄体を乾燥せずに別の
水系媒体中に再分散させ、カップリング処理を行う。本発明においては、乾式法及び湿式
法どちらも適宜選択できる。
【００４０】
　本発明における磁性粉体の表面処理において使用できるカップリング剤としては、例え
ば、シランカップリング剤、チタンカップリング剤等が挙げられる。より好ましく用いら
れるのはシランカップリング剤であり、一般式（Ｉ）で示されるものである。
ＲｍＳｉＹｎ　　　　　　　（Ｉ）
［式中、Ｒは炭素数１～１０のアルコキシ基を示し、ｍは１～３の整数を示し、Ｙはアル
キル基、フェニル基、ビニル基、エポキシ基、アクリル基、メタクリル基などの官能基を
示し、ｎは１～３の整数を示す。但し、ｍ＋ｎ＝４である。］
【００４１】
　一般式（Ｉ）で示されるシランカップリング剤としては、例えば、ビニルトリメトキシ
シラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、β
－（３，４エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロ
ピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－アミ
ノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン
、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、メチ
ルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ジフ
ェニルジメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、フェ
ニルトリエトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、ｎ－プロピルトリメトキシシラ
ン、イソプロピルトリメトキシシラン、ｎ－ブチルトリメトキシシラン、イソブチルトリ
メトキシシラン、トリメチルメトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－オ
クチルトリメトキシシラン、ｎ－オクチルトリエトキシシラン、ｎ－デシルトリメトキシ
シラン、ヒドロキシプロピルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン
、ｎ－オクタデシルトリメトキシシラン等を挙げることができる。本発明においては、一
般式（Ｉ）のＹがアルキル基であるものが好ましく用いることができる。中でも好ましい
のは、炭素数３以上６以下のアルキル基であり、より好ましくは３又は４である。
【００４２】
　上記シランカップリング剤を用いる場合、単独で処理する、又は複数の種類を併用して
処理することが可能である。複数の種類を併用する場合、それぞれのカップリング剤で個
別に処理してもよいし、同時に処理してもよい。
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　用いるカップリング剤の総処理量は磁性粉体１００質量部に対して０．９～３．０質量
部であることが好ましく、磁性粉体の表面積、カップリング剤の反応性等に応じて処理剤
の量を調整することが好ましい。
【００４３】
　本発明では、磁性粉体以外に他の着色剤を併用してもよい。併用し得る着色剤としては
、上記した公知の染料及び顔料の他、磁性又は非磁性の無機化合物が挙げられる。具体的
には、コバルト、ニッケルなどの強磁性金属粒子、又はこれらにクロム、マンガン、銅、
亜鉛、アルミニウム、希土類元素などを加えた合金。ヘマタイトなどの粒子、チタンブラ
ック、ニグロシン染料／顔料、カーボンブラック、フタロシアニン等が挙げられる。これ
らもまた、表面を処理して用いることが好ましい。
　なお、トナー中の磁性粉体の含有量の測定は、パーキンエルマー社製熱分析装置、ＴＧ
Ａ７を用いて測定することができる。測定方法は以下の通りである。窒素雰囲気下におい
て昇温速度２５℃／分で常温から９００℃までトナーを加熱する。１００℃から７５０℃
まで間の減量質量％を結着樹脂量とし、残存質量を近似的に磁性粉体量とする。
【００４４】
　本発明では、トナーの帯電性を環境によらず安定に保つために、荷電制御剤を用いても
よい。
　負荷電性の荷電制御剤としては、以下のものが挙げられる。モノアゾ金属化合物、アセ
チルアセトン金属化合物、芳香族オキシカルボン酸、芳香族ダイカルボン酸、オキシカル
ボン酸及びダイカルボン酸系の金属化合物、芳香族オキシカルボン酸、芳香族モノ及びポ
リカルボン酸及びその金属塩、無水物、エステル類、ビスフェノール等のフェノール誘導
体類、尿素誘導体、含金属サリチル酸系化合物、含金属ナフトエ酸系化合物、ホウ素化合
物、４級アンモニウム塩、カリックスアレーン、樹脂系帯電制御剤が挙げられる。
【００４５】
　正荷電性の荷電制御剤としては、以下のものが挙げられる。ニグロシン及び脂肪酸金属
塩等によるニグロシン変性物；グアニジン化合物；イミダゾール化合物；トリブチルベン
ジルアンモニウム－１－ヒドロキシ－４－ナフトスルフォン酸塩、テトラブチルアンモニ
ウムテトラフルオロボレート等の４級アンモニウム塩、及びこれらの類似体であるホスホ
ニウム塩等のオニウム塩及びこれらのレーキ顔料；トリフェニルメタン染料及びこれらの
レーキ顔料（レーキ化剤としては、りんタングステン酸、りんモリブデン酸、りんタング
ステンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸、没食子酸、フェリシアン化物、フェロシ
アン化物など）；高級脂肪酸の金属塩；ジブチルスズオキサイド、ジオクチルスズオキサ
イド、ジシクロヘキシルスズオキサイド等のジオルガノスズオキサイド；ジブチルスズボ
レート、ジオクチルスズボレート、ジシクロヘキシルスズボレートのようなジオルガノス
ズボレート類；樹脂系帯電制御剤が挙げられる。
　これらを単独で又は２種類以上組み合わせて用いることができる。
【００４６】
　中でも、樹脂系帯電制御剤以外の荷電制御剤としては、含金属サリチル酸系化合物が好
ましく、特にその金属がアルミニウム又はジルコニウムのものが好ましい。特に好ましい
制御剤は、サリチル酸アルミニウム化合物である。
　樹脂系帯電制御剤としては、スルホン酸基、スルホン酸塩基又はスルホン酸エステル基
、サリチル酸部位、安息香酸部位を有する重合体又は共重合体を用いることが好ましい。
荷電制御剤の配合量は、結着樹脂を構成する重合性単量体１００．０質量部に対して、好
ましくは０．０１質量部～２０．０質量部、より好ましくは０．０５質量部～１０．０質
量部である。
【００４７】
　トナー粒子の重量平均粒径（Ｄ４）は３．０μｍ以上１２．０μｍ以下であることが好
ましく、より好ましくは４．０μｍ以上１０．０μｍ以下である。重量平均粒径（Ｄ４）
が３．０μｍ以上１２．０μｍ以下であると良好な流動性が得られ、潜像に忠実に現像す
ることができる。
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【００４８】
　トナー粒子は、特定の処理工程を除き、公知のいずれの方法によっても製造することが
可能である。
　まず、粉砕法により製造する場合は、例えば、結着樹脂、着色剤、必要に応じて結晶性
材料、及び荷電制御剤等その他の添加剤をヘンシェルミキサ、ボールミル等の混合器によ
り十分混合する。その後、加熱ロール、ニーダー、エクストルーダーのような熱混練機を
用いて溶融混練してトナー材料を分散又は溶解させ、冷却固化、粉砕後、分級、必要に応
じて表面処理を行って着色粒子を得ることができる。分級及び表面処理の順序はどちらが
先でもよい。分級工程においては生産効率上、多分割分級機を用いることが好ましい。
　粉砕法のように乾式により着色粒子を製造する場合、好ましくは分散剤を分散した水系
媒体の中に着色粒子を投入してスラリー（分散液）を得、その後、遠心力によって該スラ
リーを水系媒体と着色粒子とに分離させる構造を持つ装置を使用する特定の処理工程を行
えばよい。
【００４９】
　本発明では、懸濁重合法又は乳化凝集法により着色粒子を得る工程を含むことが好まし
い。懸濁重合法及び乳化凝集法は、水系媒体中で着色粒子を製造するため、製造工程に組
み込みやすい。これらの製造方法は、粒度分布がシャープであり、円形度の高いトナーを
得ることができるとともに、コアシェル構造のトナーを形成しやすい。このため、本発明
の効果をさらに高める事が可能である。
　水系媒体とは、例えば、以下のものが挙げられる。
　水；水と、メタノール、エタノール、又はプロパノールのようなアルコール類の混合溶
媒。
【００５０】
　以下に、懸濁重合法について述べる。
　懸濁重合法とは、結着樹脂を構成する重合性単量体及び着色剤（更に必要に応じて結晶
性材料、重合開始剤、架橋剤、荷電制御剤、その他の添加剤）を均一に溶解又は分散させ
て重合性単量体組成物を得る。その後、この重合性単量体組成物を分散剤を含有する連続
層（例えば水相）中に適当な撹拌器を用いて分散・造粒する。そして、該重合性単量体組
成物に含まれる重合性単量体の重合反応を行ない、所望の粒径を有する着色粒子を得るも
のである。この懸濁重合法で得られるトナー（以後「重合トナー」ともいう）は、個々の
トナー粒子形状がほぼ球形に揃っているため、帯電量の分布も比較的均一となるために画
質の向上が期待できる。
【００５１】
　本発明において、重合性単量体組成物に用いる重合性単量体としては以下のものが挙げ
られる。
　スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メト
キシスチレン、ｐ－エチルスチレン等のスチレン系単量体；アクリル酸メチル、アクリル
酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－プロピル、ア
クリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル
酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、アクリル酸フェニル等のアクリル酸エステ
ル類、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリ
ル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸ド
デシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸フェ
ニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエチル等のメタ
クリル酸エステル類；その他のアクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミド
等の単量体。
　これらの単量体は単独で、又は混合して使用し得る。上述の単量体の中でも、スチレン
を単独で、又は他の単量体と混合して使用することがトナーの現像特性及び耐久性の点か
ら好ましい。
【００５２】
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　重合開始剤としては、重合反応時における半減期が０．５～３０時間であるものが好ま
しい。また、重合性単量体１００質量部に対して０．５～２０質量部の添加量で用いて重
合反応を行うと、分子量５０００～５００００の間に極大を有する重合体を得ることがで
き、トナーに望ましい強度と適当な溶融特性を与えることができる。
　具体的な重合開始剤例としては、２，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニト
リル）、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン
－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス－４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロ
ニトリル、アゾビスイソブチロニトリル等のアゾ系又はジアゾ系重合開始剤；ベンゾイル
パーオキサイド、メチルエチルケトンパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボ
ネート、クメンヒドロパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ラ
ウロイルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチル
パーオキシピバレート等の過酸化物系重合開始剤が挙げられる。
【００５３】
　着色粒子を懸濁重合法により製造する際は、架橋剤を添加してもよい。好ましい添加量
としては、重合性単量体１００質量部に対して０．１～１０．０質量部である。
　ここで架橋剤としては、主として２個以上の重合可能な二重結合を有する化合物が用い
られ、例えば、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレン等のような芳香族ジビニル化合物
；例えばエチレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、１
，３－ブタンジオールジメタクリレート等のような二重結合を２個有するカルボン酸エス
テル；ジビニルアニリン、ジビニルエーテル、ジビニルスルフィド、ジビニルスルホン等
のジビニル化合物；及び３個以上のビニル基を有する化合物；が単独で、又は２種以上の
混合物として用いられる。
【００５４】
　懸濁重合法では、一般に上述のトナー材料等を適宜加えて、ホモジナイザー、ボールミ
ル、超音波分散機等の分散機によって均一に溶解又は分散させた重合性単量体組成物を、
分散剤を含有する水系媒体中に懸濁する。この時、高速撹拌機又は超音波分散機のような
高速分散機を使用して一気に所望のトナー粒子のサイズとすると、得られるトナー粒子の
粒径がシャープになる。重合開始剤添加の時期としては、重合性単量体中に他の添加剤を
添加する時同時に加えてもよいし、水系媒体中に懸濁する直前に混合してもよい。また、
造粒直後、重合反応を開始する前に重合性単量体又は溶媒に溶解した重合開始剤を加える
こともできる。
　造粒後は、通常の撹拌機を用いて、粒子状態が維持され且つ粒子の浮遊・沈降が防止さ
れる程度の撹拌を行なえばよい。
【００５５】
　分散剤としては、公知の界面活性剤や有機分散剤・難水溶性の無機分散剤が使用できる
。中でも難水溶性の無機分散剤は、有害な超微粉を生じ難く、その立体障害性により分散
安定性を得ているので反応温度を変化させても安定性が崩れ難く、洗浄も容易でトナーに
悪影響を与え難いため、好ましく使用できる。さらに、難水溶性の無機分散剤は、極性が
高く、疎水性である結晶性材料のトナー粒子表面への析出を抑制しやすいため、非常に好
ましい。
　さらに、上記処理工程を行う際、着色粒子に無機分散剤が付着している場合、着色粒子
同士の合一を大幅に抑制することができ、非常に好ましい。
　こうした無機分散剤の例としては、りん酸三カルシウム、りん酸マグネシウム、りん酸
アルミニウム、りん酸亜鉛、ヒドロキシアパタイト等のりん酸多価金属塩、炭酸カルシウ
ム、炭酸マグネシウム等の炭酸塩、メタ硅酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム
等の無機塩、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム等の無機化合
物が挙げられる。
　これらの無機分散剤は、重合性単量体１００質量部に対して０．２～２０．０質量部を
使用することが好ましい。
【００５６】
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　これら無機分散剤を用いる場合には、そのまま使用してもよいが、より細かい粒子を得
るため、水系媒体中にて該無機分散剤粒子を生成させて用いることができる。例えば、り
ん酸三カルシウムの場合、高速撹拌下、りん酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウム水溶液
とを混合して、水不溶性のりん酸カルシウムを生成させることができ、より均一で細かな
分散が可能となる。この時、同時に水溶性の塩化ナトリウム塩が副生するが、水系媒体中
に水溶性塩が存在すると、重合性単量体の水への溶解が抑制されて、乳化重合による超微
粒トナー粒子が発生し難くなるので、より好都合である。
【００５７】
　界面活性剤としては、例えばドデシルベンゼン硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナト
リウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム
、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム等が挙げられ
る。
【００５８】
　上記重合性単量体を重合する工程において、重合温度は好ましくは４０℃以上、より好
ましくは５０℃～１００℃の温度に設定される。
【００５９】
　以下に、本発明における特定の処理工程について述べる。
　本発明において使用する、遠心力によって水系媒体と着色粒子とに分離させる構造を持
つ装置は公知のいずれの装置を使用してもよい。より具体的な分離装置としては、バスケ
ット型遠心分離機、ディスク型遠心分離機、デカンタ型遠心分離機等が好ましい。この中
でも上述したように着色粒子の装置内での転がりという観点から、デカンタ型遠心分離機
がより好ましい。
　デカンタ型遠心分離機の基本構造を図１に示す。図に示したデカンタ型遠心分離機は、
外側回転筒、及び該外側回転筒内に相対回転自在に設けられたスクリューコンベアを有す
る。図に示したデカンタ型遠心分離機では、分離処理前のスラリーは、スクリューコンベ
ア１内に設けられたチューブ３を通って外側回転筒２内に供給される。該回転筒を高速回
転させ、該スラリーに高遠心力を与えると、外側回転筒２内壁に該スラリー中の着色粒子
が、沈降分離される。沈降分離された着色粒子は、外側回転筒と同軸上で、かつわずかな
回転差を有して回転するスクリューコンベア１の羽根４によって掻き寄せられて該外側回
転筒内壁を転がりながら順次、排出口５の方向に進み、排出口５から排出される。一方、
着色粒子から分離された分離液（水系媒体）は、分離液排出口６からオーバーフローして
排出される。この際、遠心力がかかりにくい所望外微小粒子も分離液排出口から排出され
、トナー性能の向上が見込まれる。
【００６０】
　上記デカンタ型遠心分離機にかける遠心力は上述の通り５００Ｇ以上４０００Ｇ未満で
ある。これは外側回転筒の回転数を変更させることで所望の遠心力に調整することが可能
となる。外側回転筒の回転数と遠心力には以下の関係式（１）が成り立つ。
ＲＣＦ＝１１．１８（Ｎ／１０００）２Ｒ・・・（１）
（１）式においてＲＣＦは遠心力（Ｇ）、Ｎは一分間あたりの回転数（ｒｐｍ）、Ｒ：外
側回転筒の半径（ｃｍ）を表す。
【００６１】
　また、割合Ｂを調整する方法の一つに、外側回転筒とスクリューコンベアの回転数の差
（以下差動回転数と呼ぶ）を調整することが挙げられる。差動回転数が小さいほど装置内
にスラリーがとどまり、割合Ｂが高くなる。逆に差動回転数を大きくすることによってス
ラリーが装置内にとどまる時間が短くなり、割合Ｂが低くなる。本発明では、差動回転数
が１０ｒｐｍ以上４０ｒｐｍ以下であることが好ましく、より好ましくは２０ｒｐｍ以上
４０ｒｐｍ以下である。その他着色粒子から分離される分離液の液層を決定するインペラ
７の径を変更することによっても割合Ｂを調整することが可能である。例えば、インペラ
７の径は、大きくすることにより割合Ｂを低下させやすくなる。インペラ７の径の具体的
な好ましい範囲は、外側回転筒の半径や着色粒子と分離液の比重差を考慮しながら、調整
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することが好ましい。本発明においては排出口よりも分離液排出口の高さが高くなるよう
に調整することがより好ましい。
【００６２】
　上記工程を経た着色粒子を公知の方法によって洗浄、濾過、乾燥することによりトナー
粒子が得られる。必要に応じてこのトナー粒子に、後述するような無機微粉体を混合して
該トナー粒子の表面に付着させることで、トナーを得ることができる。また、製造工程（
無機微粉体の混合前）に分級工程を入れ、トナー粒子中に含まれる粗粉や微粉をカットす
ることも可能である。
【００６３】
　トナー粒子に対して、必要に応じて流動化剤等の添加剤を混合してもよい。混合方法に
関しては、公知の手法を用いることができ、例えばヘンシェルミキサは好適に用いること
のできる装置である。
　流動化剤としては、１次粒子の個数平均粒径が好ましくは４～８０ｎｍ、より好ましく
は６～４０ｎｍの無機微粉体が好ましい。無機微粉体は、トナーの流動性改良及びトナー
の帯電均一化のために添加されるが、無機微粉体を疎水化処理するなどの処理によってト
ナーの帯電量の調整、環境安定性の向上等の機能を付与することも好ましい形態である。
無機微粉体の１次粒子個数平均粒径の測定法は、走査型電子顕微鏡により拡大撮影したト
ナーの写真を用いて行う。
【００６４】
　無機微粉体としては、シリカ、酸化チタン、アルミナなどが使用できる。シリカ微粉体
としては、例えば、ケイ素ハロゲン化物の蒸気相酸化により生成されたいわゆる乾式法又
はヒュームドシリカと称される乾式シリカ、及び水ガラス等から製造されるいわゆる湿式
シリカの両者が使用可能である。しかし、表面及びシリカ微粉体の内部にあるシラノール
基が少なく、またＮａ２Ｏ、ＳＯ３

２－等の製造残滓の少ない乾式シリカの方が好ましい
。また乾式シリカにおいては、製造工程において例えば、塩化アルミニウム、塩化チタン
等他の金属ハロゲン化合物をケイ素ハロゲン化合物と共に用いることによって、シリカと
他の金属酸化物の複合微粉体を得ることも可能である。
　無機微粉体の添加量は、トナー粒子１００質量部に対して、０．１～３．０質量部であ
ることが好ましい。添加量が０．１質量部以上であるとその効果が十分に得られる。また
、３．０質量部以下であると、定着性が良好になる。無機微粉体の含有量は、蛍光Ｘ線分
析を用い、標準試料から作成した検量線を用いて定量できる。
【００６５】
　無機微粉体は疎水化処理された物であることが、トナーの環境安定性を向上させる観点
から好ましい。トナーに添加された無機微粉体が吸湿すると、トナー粒子の帯電量が著し
く低下し、帯電量が不均一になり易く、トナー飛散が起こり易くなる。無機微粉体の疎水
化処理に用いる処理剤としては、シリコーンワニス、各種変性シリコーンワニス、シリコ
ーンオイル、各種変性シリコーンオイル、シラン化合物、シランカップリング剤、その他
有機硅素化合物、有機チタン化合物等の処理剤を単独で用いてもよいし、２種以上を併用
してもよい。
【００６６】
　次に、本発明に係るトナーを好適に用いることのできる画像形成装置の一例を図２に沿
って具体的に説明する。図２において、１００は感光体であり、その周囲に帯電ローラー
１１７、現像担持体１０２、撹拌部材１４１、トナー規制部材１４２を有する現像器１４
０、転写帯電ローラー１１４、クリーナー１１６、レジスタローラー１２４等が設けられ
ている。感光体１００は帯電ローラー１１７によって例えば－６００Ｖに帯電される（印
加電圧は例えば交流電圧１．８５ｋＶｐｐ、直流電圧－６２０Ｖｄｃ）。そして、レーザ
ー発生装置１２１によりレーザー１２３を感光体１００に照射することによって露光が行
われ、目的の画像に対応した静電潜像が形成される。感光体１００上の静電潜像は現像器
１４０によって一成分トナーで現像されてトナー画像が得られる。トナー画像は転写材を
介して感光体に当接された転写ローラー１１４により転写材上へ転写される。トナー画像
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を載せた転写材は搬送ベルト１２５等により定着器１２６へ運ばれ転写材上に定着される
。また、一部感光体上に残されたトナーはクリーナー１１６によりクリーニングされる。
　なお、ここでは磁性一成分ジャンピング現像の画像形成装置を示したが、ジャンピング
現像又は接触現像のいずれの方法に用いられるものであってもよい。
【００６７】
　次に、各物性の測定方法に関して記載する。
＜トナー粒子の重量平均粒径（Ｄ４）の測定方法＞
　トナー粒子の重量平均粒径（Ｄ４）は、以下のようにして算出する。測定装置としては
、１００μｍのアパーチャチューブを備えた細孔電気抵抗法による精密粒度分布測定装置
「コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商標、ベックマン・コー
ルター社製）を用いる。測定条件の設定及び測定データの解析は、付属の専用ソフト「ベ
ックマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１」（ベック
マン・コールター社製）を用いる。なお、測定は実効測定チャンネル数２万５千チャンネ
ルで行う。
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が約
１質量％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
　なお、測定、解析を行う前に、以下のように専用ソフトの設定を行う。
　専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更」画面において、コントロールモードの
総カウント数を５．０．粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０．０μ
ｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。「閾値／ノイズレ
ベルの測定ボタン」を押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カレント
を１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、「測定後のア
パーチャチューブのフラッシュ」にチェックを入れる。
　専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定」画面において、ビン間隔を対数粒径に、
粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２μｍから６０μｍまでに設定する。
【００６８】
　具体的な測定法は以下の通りである。
（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水溶
液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時計
回りで２４回転／秒にて行う。そして、専用ソフトの「アパーチャのフラッシュ」機能に
より、アパーチャチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液約３０ｍｌを入れる。この中
に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビ
ルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社
製）をイオン交換水で約３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を、位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電
気的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　Ｓｙ
ｓｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）を準備する。超音波分散器の水
槽内に約３．３ｌのイオン交換水を入れ、この水槽中にコンタミノンＮを約２ｍｌ添加す
る。
（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波分
散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよう
にビーカーの高さ位置を調整する。
（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー粒子約１
０ｍｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波
分散処理を継続する。なお、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以
下となる様に適宜調節する。
（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いてト
ナーを分散した前記（５）の電解水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調整す
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る。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行う。
（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行い、重量平均粒径（Ｄ４）を
算出する。なお、専用ソフトでグラフ／体積％と設定したときの、「分析／体積統計値（
算術平均）」画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である。
【００６９】
＜着色粒子などの樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）の測定方法＞
　ガラス転移温度（Ｔｇ）は、示差走査熱量分析装置「Ｑ１０００」（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒ
ｕｍｅｎｔｓ社製）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定する。装置検出部
の温度補正はインジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジウムの融解熱
を用いる。具体的には、着色粒子などのサンプル約１０ｍｇを精秤し、アルミニウム製の
パンの中に入れ、リファレンスとして空のアルミニウム製のパンを用い、測定範囲３０～
２００℃の間で、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測定を行う。この昇温過程で、温度４０℃～
１００℃の範囲において比熱変化が得られる。このときの比熱変化が出る前と出た後のベ
ースラインの中間点の線と示差熱曲線との交点を、ガラス転移温度とする。
【実施例】
【００７０】
　以下、本発明を製造例及び実施例により具体的に説明するが、これらは本発明をなんら
限定するものではない。なお、以下の配合における部数は全て質量部である。
【００７１】
＜ポリエステル樹脂の製造例＞
　冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応槽中に、下記成分を入れ、２３０℃で窒素
気流下に生成する水を留去しながら１０時間反応させた。
・ビスフェノールＡエチレンオキシド（ＥＯ）２モル付加物　　　　　３５０質量部
・ビスフェノールＡプロピレンオキシド（ＰＯ）２モル付加物　　　　３２６質量部
・テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５０質量部
・チタン系触媒（チタニウムジヒドロキシビス（トリエタノールアミネート））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
　次いで、５～２０ｍｍＨｇの減圧下に反応させ、酸価が０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下にな
った時点で１８０℃に冷却し、無水トリメリット酸１５質量部を加え、常圧密閉下２時間
反応後取り出し、室温まで冷却後、粉砕してポリエステル樹脂を得た。得られた樹脂の酸
価は１．０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【００７２】
＜磁性粉体１の製造例＞
　硫酸第一鉄水溶液中に、鉄元素に対して１．００～１．１０当量の苛性ソーダ溶液、鉄
元素に対しリン元素換算で０．１５質量％となる量のＰ２Ｏ５、鉄元素に対して珪素元素
換算で０．５０質量％となる量のＳｉＯ２を混合し、水酸化第一鉄を含む水溶液を調製し
た。水溶液のｐＨを８．０とし、空気を吹き込みながら８５℃で酸化反応を行い、種晶を
有するスラリー液を調製した。
　次いで、このスラリー液に当初のアルカリ量（苛性ソーダのナトリウム成分）に対し０
．９０～１．２０当量となるよう硫酸第一鉄水溶液を加えた後、スラリー液をｐＨ７．６
に維持して、空気を吹込みながら酸化反応をすすめ、磁性酸化鉄を含むスラリー液を得た
。濾過、洗浄した後、この含水スラリー液を一旦取り出した。この時、含水サンプルを少
量採取し、含水量を計っておいた。次に、この含水サンプルを乾燥せずに別の水系媒体中
に投入し、撹拌すると共にスラリーを循環させながらピンミルにて再分散させ、再分散液
のｐＨを約４．８に調整する。そして、撹拌しながらｎ－ヘキシルトリメトキシシランカ
ップリング剤を磁性酸化鉄１００部に対し１．６部（磁性酸化鉄の量は含水サンプルから
含水量を引いた値として計算した）添加し、加水分解を行った。その後、撹拌を十分行い
、分散液のｐＨを８．６にして表面処理を行った。生成した疎水性磁性粉体をフィルター
プレスにてろ過し、多量の水で洗浄した後に１００℃で１５分、９０℃で３０分乾燥し、
得られた粒子を解砕処理して体積平均粒径が０．２１μｍの磁性粉体１を得た。
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【００７３】
＜ワックスの性状＞
　実施例及び比較例に使用するワックス１～４の性状を表１に示す。
【００７４】
【表１】

【００７５】
＜結晶性ポリエステル１の製造＞
　窒素導入管、脱水管、撹拌器及び熱電対を装備した反応槽中に、カルボン酸モノマーと
してセバシン酸１００質量部及びアルコールモノマーとして１，１６－ヘキサデカンジオ
ール６０質量部を投入した。撹拌しながら１４０℃に昇温し、窒素雰囲気下で１４０℃に
加熱して常圧下で水を留去しながら８時間反応させた。次いで、ジオクチル酸スズをモノ
マー総量１００質量部に対して１質量部添加加えた後、２００℃まで１０℃／時間で昇温
しつつ反応させた。更に、２００℃に到達してから２時間反応させた後、反応槽内を５ｋ
Ｐａ以下に減圧して２００℃で３時間反応させて結晶性ポリエステル１を得た。得られた
結晶性ポリエステル１の重量平均分子量（Ｍｗ）は４４５００、酸価は１．２ｍｇＫＯＨ
／ｇであった。
【００７６】
＜結晶性ポリエステル２、３の製造＞
　結晶性ポリエステル１の製造において、表２に記載のカルボン酸モノマー、アルコール
モノマーを使用すること以外は同様にして、結晶性ポリエステル２、３を得た。結晶性ポ
リエステル１～３は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において、明確な吸熱ピークを有して
いた。
【００７７】

【表２】

【００７８】
＜シリカ微粒子の製造例＞
　撹拌機付きオートクレーブに、未処理の乾式シリカ（１次粒子の個数平均粒径＝９ｎｍ
）を投入し、撹拌による流動化状態において、２００℃に加熱した。
　反応器内部を窒素ガスで置換して反応器を密閉し、シリカ原体１００質量部に対し、２
５質量部のヘキサメチルジシラザンを内部に噴霧し、シリカの流動化状態でシラン化合物
処理を行なった。この反応を６０分間継続した後、反応を終了した。反応終了後、オート
クレーブを脱圧し、窒素ガス気流による洗浄を行い、疎水性シリカから過剰のヘキサメチ
ルジシラザン及び副生物を除去した。
　さらに、反応槽内を撹拌しながらシリカ原体１００質量部に対し、２０質量部のジメチ
ルシリコーンオイル（粘度＝１００ｍｍ２／ｓ）を噴霧し、３０分間攪拌を続けた後、攪
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拌しながら３００℃まで昇温させてさらに３時間攪拌して後に取り出し、解砕処理を実施
し、シリカ微粒子Ｃを得た。シリカ微粒子Ｃから得られた物性としては、１次粒子の個数
平均粒径９ｎｍ、ＢＥＴ１３０ｍ２／ｇ、見かけ密度３０ｇ／Ｌであった。
【００７９】
下記の手順によってトナー粒子、トナーを製造した。
＜トナー１の製造例＞
（水系媒体の調製）
　イオン交換水３４２．８質量部にリン酸ナトリウム１２水和物３．１質量部を投入して
Ｔ．Ｋ．ホモミクサー（特殊機化工業株式会社製）を用いて撹拌しながら６０℃に加温し
た後、イオン交換水１２．７質量部に塩化カルシウム２水和物１．８質量部を添加した塩
化カルシウム水溶液を添加して撹拌を進め、分散安定剤を含む水系媒体を得た。　
（重合性単量体組成物の調製）
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７．０質量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３．０質量部
・１－６ヘキサンジオールジアクリレート　　　　　　　　　　　　　　０．５５質量部
・サリチル酸アルミニウム化合物（Ｅ－１０１：オリエント化学（株）製）０．３質量部
・着色剤：磁性粉体１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５．０質量部
・ポリエステル樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０質量部
　上記材料をアトライタ（三井三池化工機（株）製）を用いて均一に分散混合した後、６
０℃に加温し、そこに結晶性材料としてワックス１を１０．０質量部添加混合し、溶解し
て重合性単量体組成物を得た。
【００８０】
（造粒）
　上記水系媒体中に上記重合性単量体組成物と重合開始剤としてｔ－ブチルパーオキシピ
バレート９．０質量部を投入し、６０℃、Ｎ２雰囲気下においてＴ．Ｋ．ホモミクサー（
特殊機化工業株式会社製）にて１２０００ｒｐｍで１０分間撹拌しながら造粒し、重合性
単量体組成物の液滴を含む造粒液を得た。
（重合／蒸留／乾燥）
　上記造粒液をパドル撹拌翼で撹拌しながら７４℃で４時間反応させた。反応終了後、９
８℃で５時間蒸留した。ここで得られた水系媒体中には、着色粒子が分散しており、着色
粒子表面には無機分散剤として、リン酸カルシウムが付着していることを確認した。この
時点で、水系媒体に、塩酸を加えてリン酸カルシウムを洗浄して除去した後に濾過・乾燥
して着色粒子を分析した。その結果、着色粒子のガラス転移温度Ｔｇは５６℃であった。
続いて、着色粒子が分散した水系媒体を処理温度（Ｔｓ）５０℃まで５℃／ｍｉｎの速度
で冷却した。その時の着色粒子の割合を測定した結果１０質量％であった（割合Ａ）。上
記スラリーを遠心力３０００Ｇ、差動回転数２０ｒｐｍに調整したスクリューデカンタ型
遠心分離機（ＨＳ－Ｌ型：株式会社ＩＨＩ製）に投入し、濃縮スラリーを得た。濃縮スラ
リーの着色粒子の割合は２０質量％であった（割合Ｂ）。
　その後、塩酸を加えて洗浄し、濾過・乾燥して、重量平均粒径が８．０μｍのトナー粒
子１を得た。
　得られたトナー粒子１００質量部に対し、シリカ微粒子Ｃ０．８質量部をＦＭミキサ（
日本コークス工業株式会社）で混合してトナー１を得た。得られたトナーの粒度分布（Ｄ
５０／Ｄ１）は１．１２、円形度は０．９７９であった。
【００８１】
＜トナー２～１０、比較トナー１～１５の製造例＞
　トナー１の製造例において、結晶性材料種、遠心分離機の種類、遠心分離機にかける遠
心力、差動回転数、遠心分離処理前の処理温度（Ｔｓ）、スラリーの着色粒子の割合を表
３に記載の通りに変更した以外は同様にしてトナー２～１０、比較トナー１～１５を得た
。
　なお、表３にある分離装置種でディスク型とは、ディスク型遠心分離機（ウエストファ
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リアセパレータージャパン（株）製）を使用した。
　また、表３にある分離装置種でフィルタープレスは市販のフィルタープレス（ＩＳＤ型
ラースタフィルタ：株式会社石垣製）、シンクロフィルターは市販のシンクロフィルタ（
月島機械株式会社製）を使用した。
【００８２】
【表３】

【００８３】
〔実施例１〕
　上記トナー１を用いて、以下の評価を行った。評価結果を表４に示す。
【００８４】
（画像形成装置）
　キヤノン（株）製プリンターＬＢＰ３１００用を改造して画出し評価に用いた。改造点
としては、プロセススピードを従来よりも早回しにした２５０ｍｍ／ｓｅｃとし、図２に
ある通り現像スリーブが静電潜像担持体と接触するように改造した。なお、現像スリーブ
と静電潜像担持体の当接部が１．０ｍｍとなるように当接圧を調整した。このように改造
することで、トナー供給部材が無いことから、ドラム上カブリに関して厳しく評価できる
。
　この改造機を用いて、トナー１を２００ｇ充填し、低温低湿環境（温度１５℃／相対湿
度１０％ＲＨ）にて、印字率が１％の横線を２枚間欠モードで２０００枚画出し試験を行
った。
低湿度環境下（温度１５℃／相対湿度１０％ＲＨ）において画出し試験を行うことにより
、トナーがチャージアップしやすく、カブリの評価を厳しく行える。
【００８５】
＜ドラム上カブリ＞
　カブリの測定は、東京電色社製のＲＥＦＬＥＣＴＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ－６Ｄ
Ｓを使用して測定した。フィルターは、グリーンフィルターを用いた。
静電潜像担持体上のカブリを算出するために、ベタ黒画像の出力直後で、かつ、ベタ白画
像転写前の静電潜像担持体上に存在するトナーを採取したマイラーテープを準備した。静
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、未使用の紙上にトナーを採取したマイラーテープを貼ったものの反射率を差し引いて算
出した。
Ａ：５％以下
Ｂ：６％以上１０％以下
Ｃ：１１％以上２０％以下
Ｄ：２１％以上
【００８６】
＜画像濃度の評価＞
　前述した低温低湿環境にて画出し終了後、同環境で画像濃度の評価を行った。画像濃度
はベタ黒画像部を形成し、このベタ黒画像の濃度をマクベス反射濃度計（マクベス社製）
にて測定した。ベタ黒画像の反射濃度の判断基準は以下の通りである。
Ａ：１．４６以上
Ｂ：１．４１以上１．４５以下
Ｃ：１．３６以上１．４０以下
Ｄ：１．３５以下
【００８７】
＜耐久後現像スジの評価＞
　前述した低温低湿環境にて画出し終了後、同環境で現像スジの評価を行った。
　現像スジの評価は、耐久使用後に現像スリーブ上のトナーをエアブローで除去し、現像
スリーブの融着状況を目視確認した結果と、ハーフトーン画像を出力し、画像を目視観察
した結果を合わせて下記基準に照らして行った。
Ａ：現像スリーブ上にスジは無く、画像にもスジは認められない。
Ｂ：現像スリーブ上に軽微なスジが認められるが、画像には現れない。
Ｃ：現像スリーブ上に軽微なスジが多数認められるが、画像には現れない。
Ｄ：現像スリーブ上に明確なスジが認められる。あるいは、画像上にスジが生じている。
【００８８】
〔実施例２～１０、及び比較例１～１５〕
　トナーとして、トナー２～１０、及び比較トナー１～１５を使用し、実施例１と同様の
条件でトナー評価を行った。評価結果を表４に示す。
【００８９】
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【表４】

【符号の説明】
【００９０】
１：スクリューコンベア、２：外側回転筒、３：原液投入チューブ、４：スクリュー羽根
５：排出口、６：分離液排出口、７：インペラ
１００：静電潜像担持体（感光体）、１０２：現像担持体、１１４：転写部材（転写帯電
ローラー）、１１６：クリーナー、１１７：帯電部材（帯電ローラー）、１２１：レーザ
ー発生装置（潜像形成手段、露光装置）、１２３：レーザー、１２４：ピックアップロー
ラー、１２６：定着器、１４０：現像器、１４１：攪拌部材、１４２：トナー規制部材
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